













































































































個 人 所 得 税 5.15％ 10.63％
社 会 保 険 5.20％ 3.83％
消 費 税（VAT） 2.64％ 6.57％
消  費  税（特定）５ 1.98％ 3.06％
財　　 産 　　税６ 2.69％ 2.38％
企 業 課 税 8.36％ 8.10％
そ の 他 1.62％ 2.69％






















































































     







給与収入 所得税額 給与収入 所得税額 給与収入 所得税額
昭和 108,742,380 5,758,543 105,766,802 5,674,562 99,518,248 4,588,646 
平成 202,612,069 9,737,010 194,450,015 9,423,781 179,569,187 7,133,592 
給与所得者全体 １年を通じた勤務者 年末調整を受けた者
給与収入 所得税額 給与収入 所得税額 給与収入 所得税額
昭和 26,942,101 2,093,849 26,770,336 2,073,247 24,650,913 1,645,190 
平成 14,069,409 1,396,833 13,730,271 1,398,334 13,275,467 1,166,164 
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図表12　給与収入・給与収入に関する所得税額の変動係数
   




















給与収入 所得税額 給与収入 所得税額 給与収入 所得税額
昭和 24.78％ 36.36％ 25.31％ 36.54％ 24.77％ 35.85％
平成 6.94％ 14.35％ 7.06％ 14.84％ 7.39％ 16.35％
給与所得者全体 １年を通じた勤務者 年末調整を受けた者
昭和 0.989 0.990 0.990






















配 偶 者 控 除 0.9136 
扶 養 控 除 0.6315 
社 会 保 険 料 控 除 －0.5850 
小規模企業共済等掛金控除 －0.6564 
生 命 保 険 料 控 除 0.9435 
地 震 保 険 料 控 除 －0.0344 
配 偶 者 特 別 控 除 0.8651 
住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除 －0.8578 
図表14　給与収入と控除項目の相関係数
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こで、図表14において、給与収入と所得控除項目の関係をみてみよう19。
　配偶者控除・扶養控除・生命保険料控除・配偶者特別控除は給与収入と正の
相関があり、その値は大きい。つまり、かなりの程度で給与収入と比例するの
であり、その分だけ所得税負担が小さくなる。
　給与収入と配偶者控除・配偶者特別控除の相関が高いということは、給与
収入が多い者ほどその配偶者の所得は低い＝配偶者の就業程度が低いというこ
とを意味するであろう。これは、給与収入が多いことによって配偶者が就業す
る必要性が低くなることを意味しているのであろう。同様に、生命保険料控除も
給与収入と正の相関があり、その値は大きい。所得税を増税しなければならない
現在の環境を考えると、廃止すべき控除項目の有力な候補となりうるであろう。
　社会保険料控除・小規模企業共済等掛金控除・住宅借入金等特別控除（住宅
取得控除）は給与収入と負の相関があり、その値は大きい。
　社会保険料控除は直接的な社会保障負担項目である。給与収入と社会保険料
控除に負の相関があるということは給与が減少した場合に社会保険料が増加す
るということである。近年の社会保障改革によって給与所得者が負担すべき社
会保険料は増加している。一方、給与支給額はほぼ安定（若干減少）している。
したがって、給与と社会保険料控除に負の相関が生じるのである。
　給与収入と社会保険料控除に負の相関があることにより、社会保険料が増加
する分だけ納税額が減少する。つまり、個人から国への財の移転の名目が所得
税から社会保険料に変化していることになる。現在の社会保障の水準を維持す
るのであれば社会保険料の増額は受け入れざるを得ないし、それに加えて財政
赤字の縮小と政府債務の返済が必要とされているのであるから、社会保険料の
増額が所得税負担に影響しないようにしなければならないであろう。
　小規模企業共済等掛金控除は小企業の役員等の退職金共済である。小規模企
業共済等掛金控除が所得控除に占める割合は0.5％程度で所得控除全体に与え
る影響は小さいであろう。
　給与収入と住宅借入金等特別控除に負の相関があることは、給与収入が少な
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い人ほど住宅借入金等特別控除の恩恵が大きいということを意味する。つまり、
給与収入の少ない人ほど、所得税として納税されるべき財が住宅という個人財
産の蓄積にまわされている程度が高いことになる。
　景気対策として、政策的に住宅を購入するインセンティブを与えることは必
要であろう。しかし、住宅借入金等特別控除の存在によって追加的な住宅需要
がどれだけあるのかを考えなければならない。平成22年、平成23年に限ってい
うと、税額控除である住宅借入金等特別控除の規模は約5,500億円であり、給
与所得課税の１割に相当する。よって、住宅借入金等特別控除の存在により景
気が刺激され、別の税が5,500億円増加していなければならない。その検証は
大変難しいけれども、所得税を増税しなければならない現在の環境を考えると、
慎重に検討しなければならない項目である。
　以上、所得控除項目が給与収入と所得税の関係を歪めており、その結果、所
得税が消費税に比べてかなり不安定な財源になっている点をみてきた。所得税
を安定かつ大きな財源にするために、所得控除項目の見直しが急務である。
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注）
１  以下ではすべてGDP比にて示す。ある項目の絶対額が大きくても経済規模が大きけれ
ば、それほど大きな問題とはならない。そのため、GDP比の指標で比較することが一般
的であるからである。
２  日本政府は、下図の通り、国民負担率（対国民所得比）を使った比較を行っている
（http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/020_2.htm）。国民所得はGDP
から間接税相当額を差し引いた額である。その分だけ分母が小さくなり、国民負担率（国
民所得比）は大きくなる。間接税の割合が高い国と間接税の割合が低い国を比較すると、
間接税の割合が高い国ほど国民負担率（対国民所得比）は大きくなる。
３  OECD加盟国34カ国のうち、2010年において、日本よりも国民負担率が低いのは、オー
ストラリア、韓国、トルコ、アメリカ、メキシコ、チリの６ヶ国である。
４  OECD加盟国全体でいうと、日本の国民負担率は７番目に低い。
５  揮発油税など、特定の財・サービスを消費したときに課税される税である。
６  固定資産税など、資産に課される税である。
７  個人の所得に対する課税であり、日本においては所得税・住民税を指す。
８  2013年９月30日報道。
９  たとえば、イギリスの基本税率は20%であるが、食料品に係る税率は０％、ドイツの
基本税率は19％であるが、食料品に係る税率は７％、フランスの基本税率は19.6％であ
るが、食料品に係る税率は5.5％などと、生活必需品に対する税率は低く抑えられている。
10  総務省統計局（http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.htm）参照。
11  国税庁（http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/jikeiretsu/01_02.htm）の
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表２－１参照。
12  また、意図的に申告しない者、申告の義務を知らない者もいるであろう。
13  国税庁によると、平成24年に１年を通じて勤務した給与所得者の平均給与収入は408
万円である。
14  図表６～８はhttp://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/gakushu/hatten/page13.
htmlより作成した。
15 国税庁（http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/jikeiretsu/01_02.htm）の
表２－１、表３－１、表６－１より、筆者作成。経済成長および物価変動が落ち着き始
めた昭和50年以降を対象とした。
16  国税庁（http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/jikeiretsu/01_02.htm）表
３－１より、平成23年においては、給与所得者約5,400万人のうち、約4,500万人が１年
を通じて勤務した者である。
17  財務省（http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/income/035.htm）参照。
18  財務省（http://www.mof.go.jp/pri/publication/zaikin_geppo/hyou/g456/456_20_
01.pdf）等を参照。
19  国税庁から、控除項目の詳細については1996年（平成８年）分のデータから公表され
ているため、ここでは平成８年以降のデータを使った。
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